
選定の進捗により契約を前倒しできる場合がありますが、
現行スケジュール上の契約予定時期は令和9年3月になり
ます。
作業は契約締結後からの開始となります。

現時点での希望台数は以下のとおりです。
業務系端末：デスクトップ121台，ノート39台
ネット系端末：デスクトップ26台，ノート49台
利用者用(OPAC/DB)：デスクトップ59台，ノート1台

なお、あくまで現行設置数を基にした予定台数であり、
主に業務系、ネット系端末については、提案いただいた
機種の仕様・価格及び賃貸借機器の予算措置された価格
によって、費用圧縮のため台数及び機器配分を再精査さ
せていただきます。

端末の想定はお見込みのとおりです。ただし、DB用端末
が（館内CD/DVD用）を兼ねる館があるため、60台の内
DVD-ROMドライブが必要な台数は7台となります。
ハードウェアとしてのタッチパネルについては全台は不要
ですが、メンテナンス作業も考慮しキーボードについては
全台分必要となります。
タッチパネル・キーボードのユーザインターフェースの切
り替えは全台可能としてください。

なお、利用者端末60台の内、タッチパネル、キーボードの
配分は以下のとおりです。
タッチパネル端末：31台、キーボード端末：29台



お見込みのとおりです。

差し支えありません。

差し支えありません。

必要数について、賃貸借機器に含めてください。
現在の想定は
職員用（管理用）1台
職員用（業務系）160台
職員用（ネット系）75台
計236ライセンスです。
また、当初選定されたOfficeソフトのバージョンについ
て、運用保守期間(令和14年12月末)までの間にサポート
終了が見込まれる場合、期間中のライセンス更新分も見
込んでください。

グループウェアソフトについては業務系端末でのみ使用
するため、必要数は職員用（業務系）端末160台分です。
なお、ライセンスがグループウェア利用者数（職員数）
を対象とする場合、現行と同程度の250ライセンスを最低
限必要とします。

図書館内の設置は差し支えありませんが、現行のサーバ
ラック、モニター、キーボード、UPS等の提供は想定して
おりません。新システムで必要となる分については、本調
達に含まれる範囲のものであれば本予定価格内に、賃貸借
機器に含まれるものは賃貸借機器での積算をお願いします。



可能です。

機器手配、購入、運用における作業等は含みませんが、
設計、環境構築の支援は本業務に含みます。

追加で必要となる物品費用についても「インフラ賃貸借
業務」に含みます。ただし、賃貸借費用の増加について
は予算措置された価格内での調整となりますので、機器
台数等の減や図書館側で保有するネットワークケーブル
の流用等による調整について協議します。

お見込みのとおりです。
現行システムから抽出するデータにホームページも含み
ますので、本市からデータ提供を行います。



ネットワーク回線や電話回線などの移設は本市で行いま
す。
移設先の事務室は現行の図書館事務室ではなく仮事務所
として選定した別建物の事務室内になります。
現在、仮事務所についての見込みが立っておらず、移設
先候補が確定した後に必要に応じ本市でラックの一時賃
貸借あるいは購入を行います。

お見込みのとおりです。
機能要件における「ファイル共有」は、各館・所属等の
フォルダにおいて、各種ファイルを保存・共有する機能
を指します。
「共有ネットワークストレージ」は、当該機能を実現す
るための設備として想定しています。
共有ファイルサーバの容量は、業務系共有フォルダにつ
いては
現行システム稼働当初（2023年1月時点）使用容量137GB、
現使用容量172GB、ネット系共有フォルダについては
現行システム稼働当初（2023年1月時点）使用容量612GB、
現使用容量958GBになります。
ファイル移行及びバックアップ処理等の設定などは、
原則としてインフラ賃貸借機器業者を主担当とします。
本業務受注者は、必要な仕様の提示、インフラ賃貸借機
器の調達仕様書案の作成及び構築に必要な支援を行うも
のとします。

ADの要件提示及び設計は本業務に含みます。ドメインコ
ントローラの構築・設定及び現行ADのドメイン情報移行
は、インフラ賃貸借機器業者を主担当とし、本業務受注
者は必要な支援を行うものとします。

現行システム稼働当初（2023年1月時点）のデータベース
サーバ使用量は93GB、仕様書作成時（2026年2月時点）で
は122GBで増加量は29GBになります。



想定されるパッケージソフトウェアが公開系DBを持たな
い設計となっている等の理由により、公開系サーバに個
人情報を保持せず、公開系サーバから個人情報を参照又
は取得できない構成とするなど、個人情報の漏えい、不
正アクセス及びデータベース情報の改ざんを防止するた
めの十分な安全管理措置が講じられている場合は、1DB
構成も可とします。
また、公開系サーバと業務系サーバが同一のDBを参照す
る場合は、サイバー攻撃等による公開系サーバへの大量
アクセス並びに業務系サーバにおける帳票出力、バッチ
処理及びデータの大量更新等により処理負荷が増大した
場合であっても、相互のサービス提供に影響を及ぼさな
い構成としてください。
具体的な構成、公開系サーバが保有又は参照する情報、
アクセス制御及び安全性の確保方法並びに相互のサービ
ス提供への影響を回避するための方策については、技術
提案書において示してください。

個人を識別・再識別できない十分なマスキングが施され
ていることを本市が確認した上であれば使用が可能です。



その認識で相違ありません。なお、現行運用においては
付属資料にはバーコード等を貼り付けておらず、資料管
理バーコードは１つで管理しています。また、複数枚数
組みのためICタグを各ディスクに貼り付けている映像音
響資料等についても、資料管理バーコードは１つです。

お見込みのとおりです。
溜め込み資料のデータ公開範囲の設定も、業務系システ
ム上での操作を想定しています。

お見込みのとおりです。

令和9年7月頃からの提供開始を予定しています。

業務データについては原則として発注者が提供するすべ
てのデータを移行してください。技術的な制約等により
移行ができないデータがある場合、対象を明確にして、
代替案を提示してください。
グループウェアについては、ユーザー情報・掲示板記事
は原則すべてとしますが、それ以外の情報（現行グルー
プウェアにおける個人間メッセージ等）については協議
により移行範囲を定めます。

選定の進捗により契約及び作業開始時期を前倒しできる
場合がありますが、現行スケジュール上の作業開始時期
は令和9年3月になります。

賃貸借契約の参考見積書は機器構成の妥当性及び費用規
模の確認のために使用する資料ですので、そのご認識で
相違ありません。
賃貸借機器の詳細仕様や予定価格については本調達の契
約後に別途発注者が決定を行いますが、仕様決定、もし
くは機器の調達の段階で、製品価格の高騰や賃貸借機器
予算の不足といった受注者の責めに帰すべき事由によら
ない納期遅延が発生する恐れがある場合、受注者は速や
かに発注者へ報告し、導入台数の変更や既存の図書館所
有機器の活用等を含め、費用抑制に向けた代替案につい
て協議を行います。
また、賃貸借事業者の決定後に、受注者の責めに帰すべ
き事由によらない納期遅延が発生する恐れがある場合、
賃貸借事業者を含んだ三者で、システム稼働時期への影
響や代替機器の活用、段階的なサービス提供開始等を含
め、対応策について協議を行います。
ただし、上記は契約上の履行期限及び稼働開始時期の変
更を保証するものではありません。


